予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童保護費
	事業名　発達障がい家族等支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　健康福祉部　障害福祉課　発達障害支援係
　電話番号：058-272-1111（内2618 ）

　　　　　　　E-mail：c11126@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        1,660千円（前年度予算額：    1,660千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,660
	830
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	830

	要求額
	1,660
	830
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	830

	決定額
	1,660
	830
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	830


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　発達障がいの診断を受けた子どもの親は、早期に子どもの障がいを受容し、発達障がいの特性や接し方について地域の療育機関の助言を得ながら学習し、適切な子育てを行う必要がある。
しかし、発達障がいの子どもを預けられる場所（放課後等デイサービス等）が身近な地域に増加したことで、親が子と関わる時間が減少しているだけでなく、子どもへの療育を事業所に頼る傾向がある。その結果、適切な接し方を学ばないまま誤った育児を行うことにより、子どもの誤学習が積み重なり、社会的不適応や強度行動障がいにつながる恐れがある。

また、親の中には、子どもの障がい受容ができず、専門機関を利用できなかったり、専門機関を利用している親でも、子どもの将来の見通しが持てない不安や他に相談できない孤立感から、精神的に追い詰められる場合もある。

こうした課題を解決するために、親に対し適切な子育てについて学ぶ機会を
提供するなどの家族支援を地域の療育機関で行うとともに、不安を持つ親の相談に応じることで、親の精神的負担の軽減を図り、発達障がい児の適切な発達につなげる必要がある。
　さらに、発達障がい者には、その障がいの特性からコミュニケーション能力など社会生活機能の習得が不十分なため、学校生活(高等学校・大学等)や社会生活に困難さを抱えている事例が多くみられ、就労してもすぐに転職、離職することも多い。また、引きこもりやうつ病などの二次障がいを引き起こすなど重症化するおそれもある。
そのため、青年期の発達障がい者の社会自立を進めるには、社会生活機能（ソーシャルスキル）の習得のための支援を行う必要があるが、有効な支援方法の研究検討が必要となっている。
（２）事業内容
①ペアレントトレーニング指導者養成研修事業
　　　親が、自分の子どもの行動を観察して発達障がいの特性を理解し、適切な
対応をするための知識や方法を学ぶことのできる「ペアレントトレーニン
グ」を地域で実施できるよう、地域の療育機関の支援者に対しペアレントト
レーニング研修を行う。
②ペアレントメンター養成研修事業
　　　発達障がい児（者）を育てた経験のある親をペアレントメンターとして養

成する。ペアレントメンターは、同じ発達障がい児を育てた立場から、発達

障がいの診断がついて間もない子どもを持つ親の気持ちを聴くことで、親の

精神的負担の軽減を図るとともに、障がい受容への支援、療育に関する情報

提供、専門機関への相談のきっかけづくりを行う。

③青年期発達障がい自立支援プログラム等構築事業
　平成２８年度、自己認知、コミュニケーション、自己表出、就労等に有効な支援プログラムを構築する検証会を作り、昭和大学発達障害医療研究所が開発した「発達障害者専門プログラム」をはじめ、大学や研究機関の支援事例を情報収集し、専門家の指導助言を受けながら自立支援プログラム及び有効な支援方法を構築した。
平成２９年度から、その岐阜県版発達障がい自立支援プログラムの実践検証及び県内関係機関等への普及啓発を目的とし、岐阜県内の発達障がいを支える専門家による助言指導のもと、県内の関係機関の支援者を参集、実践に基づく事例の検証会を実施している。

平成３１年度はこれまでの研究会の内容を踏まえ、医療、福祉、教育、圏域センター等の関係機関との情報交換や実践交流を進めるために、「青年期発達障がい自立支援プログラム実践交流会」とし、各支援機関に訪問し、実践の視察を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　国1/2　県1/2（地域生活支援促進事業）
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
①ペアレントトレーニング指導者養成研修事業
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	39
	

	旅　費
	155
	業務旅費

	消耗品費
	12
	消耗品費（研修用、事務用）

	印刷製本費
	150
	印刷製本費

	合　計
	356
	


②ペアレントメンター養成研修事業
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	104
	講師謝金（講演会）

	旅費
	252
	講演会講師費用弁償、業務旅費（講演会、養成講座）

	消耗品費
	15
	消耗品費（研修用、事務用）

	印刷製本費
	30
	資料

	保険料
	24
	活動保険料

	使用料
	50
	講演会会場借上料

	負担金
	20
	研修参加費

	合計
	495
	


③青年期発達障がい自立支援プログラム実践交流会
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	407
	実践交流会開催のための委員報償費
事例検討助言者報償費

	旅　費
	217
	開催時の旅費（委員及び専門家）
実践の視察旅費

	消耗品費
	30
	消耗品等

	会議費
	6
	お茶

	印刷製本費
	120
	プログラムの実践及び事例検討会の報告書作成

	役務費
	9
	郵便代

	負担金
	20
	先進研究会参加費

	合計
	809
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県障がい者総合支援プラン
（２）国の状況
　　　発達障害者支援法第１３条において、都道府県は、家族その他の関係者に対し、情報提供、家族が互いに支え合うための活動の支援等を適切に行うよう努めなければならない（抜粋）。とされている。さらに、厚生労働省の概算要求の推進枠に位置付けられ、重点的な取組みとされている。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　事業実施にあたって、発達障がいに関する支援に熟練していることから、県の発達障がい支援の専門機関である発達障害者支援センターのぞみにて実施。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
〇地域で、発達障がいの子どもへの接し方について親に学んでもらう「ペア
レントトレーニング」を実施できるよう、支援者を養成する。
〇発達障がいのある子を持つ親の精神的負担の軽減を図るため、ペアレント

メンターを養成し、地域で活動してもらう。

○青年期プログラムの検証及び支援機関への普及を進める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ペアレントトレーニング指導者養成開催数
	0
（H26）
	5
（H27）
	5
（H28）
	5
（H29）
	5
（H31）
	％


	ペアレントメンター養成数
	0
（H26）
	　　7
（H27）
	7
（H28）
	9
（H29）
	10
（H31）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

〇ペアレントトレーニング指導者研修H29.9.5～10.31（５回）
○ペアレントトレーニングフォローアップ（1町５回）

〇ペアレントメンター活動（家族茶話会）H29.6.14～H30.2.14（６回）
〇ペアレントメンター養成研修H30.2.18、2.25
○青年期発達障がい自立支援プログラム研究会の開催 １０回


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

〇各市町村指導者研修参加者が企画・運営について学習することで、市町村
でペアレントトレーニングを実施できるようにする。
〇ペアレントメンター企画ミーティングにより、親の会との情報共有、研修内容の検討を行うとともに、親の会からの推薦により次年度以降の養成研修の運営側のペアレントメンターを養成するための連携体制を構築した。

○講演会により、親の会や市町村対象にペアレントメンターに関する周知を行った。

○ペアレントメンター養成研修により家族支援者を養成した。今後、発達障害者支援センターの活動で相談を受け、先輩の親としての支援が期待される。

○青年期発達障がい自立支援プログラム研究会を開催し、報告書をまとめた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　近年、発達障がいの子どもを預ける場所が増加しており、親と子どもが離れる時間が多くなっている。その結果、親が子どもを観察して正しい育児を学んでいく時間が減少しており、不適切な育児がなされることで、強度行動障がいや社会的不適応といった問題につながっていくため、市町村単位でペアレントトレーニングを行っていくことは重要である。
　また、発達障がいの子どもを持つ親の精神的負担は大きく、専門機関の支援をうまく受けられないことで強度行動障がいや社会的不適応といった問題につながっていくため、ペアレントメンターの存在はそういった問題を予防していくために重要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	〇ペアレントトレーニング指導者養成研修を行い、各市町村指導者研修参加者が企画・運営について学習したことで、市町村で
研修を実施できるようにした。
〇ペアレントメンターに関する周知のための講演会、情報共有、研修内容の検討を行う企画ミーティング、研修により、ペアレントメンターの養成を行った。
○研究会の開催や先進的な取り組みの講演会などプログラム構築のための取組みを実施している。今後事例検討を重ね有効性をさらに高める。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	研修講師は発達障害者支援センターのぞみの職員が行うなど費用の軽減を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県内各地域においてペアレントトレーニングを実施できるよう、偏りなく支援者を養成していく必要がある。
また、養成したペアレントメンターを活用していくにあたっては、ペアレントメンターの性格や家族との相性等、配慮しながら活用していく必要がある。
さらに、社会生活を始めた青年期の発達障がい者は、周囲とうまくコミュニケーションが取れず、転職、離職を繰り返す事例も多い。周囲への理解啓発も進めているが、本人のコミュニケーション能力などの社会生活機能（ソーシャルスキル）もある程度は必要であり、それを身に着けることのできる支援が求められている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　平成３１年度以降も、養成した指導者及びペアレントメンターを定期的にフォローアップしながら、指導及び家族会やシンポジウムでの活用等に取り組んでいく。
また、プログラムの検証及び支援機関への普及を進める。


